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５ 農産物の流通の動向 

 

（高い割合で推移する道外移出） 

食料供給地域である本道は、生産された農産物や加工食品を、海峡を挟む遠距離輸送によ

り、都府県の大消費地に移出しています。 

 令和５年（2023年）の道産農産物及び加工食品の生産に占める道外への移出割合は高く、砂

糖は９割以上、小麦は８割以上、野菜類及び乳製品は７割以上が道外へ移出され、特に関東や

近畿、東海地域等の大都市圏への移出が多くなっています。 

 

図表7-5-1 主な農産物等の道外への移出状況  

（単位：千トン、％） 

区 分 

R3年 4 5 

出荷量 
うち道外

出荷量 
移出率 出荷量 

うち道外

出荷量 
移出率 出荷量 

うち道外

出荷量 
移出率 

米 類 428 276 64.4 437 308 70.3 394 263 66.8 

小 麦 617 492 79.8 661 553 83.7 641 542 84.5 

でんぷん 162 138 84.7 159 134 84.5 188 126 66.7 

砂 糖 631 578 91.6 642 588 91.6 620 567 91.4 

野 菜 962 687 71.4 1,272 944 74.2 1,309 956 73.0 

乳製品 954 681 71.4 934 723 77.4 919 717 78.0 

その他 123 74 60.2 158 94 59.5 154 99 64.3 

合 計 

（生乳除く） 
3,877 2,926 75.5 4,263 3,344 78.5 4,225 3,270 77.4 

資料：国土交通省北海道開発局「農畜産物及び加工食品の移出実態調査結果報告書」（令和７年（2025年）３月） 

 注：１）出荷量は、調査先が取り扱った数量の合計で、農林水産省の統計数値とは一致しない。 

   ２）区分の「年」は当該農産物の出荷年である。 

   ３）「その他」は資料より推計した数値である。 

 

 輸送手段としては、鉄道とトラック・フェリーの利用が大部分を占めています。品目別で

は、米類では鉄道とトラック・フェリー、小麦は内航船、生乳・乳製品ではトラック・フェリ

ー、鮮度が求められる花きや野菜、重量当たり単価の高いいちご等では航空機の利用もあり、

品目に応じて輸送手段が使い分けられています。 
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（動物用医薬品の適正な流通と使用に対する監視指導を実施） 

動物用医薬品は、家畜の健康や生産性の向上に大きな役割を担っていますが、適正に使用さ

れなければ、家畜に危害を与えたり生産性を低下させたりする可能性があるほか、抗菌性物質

等残留事故の発生や薬剤耐性菌の増殖など、畜産物の安全性だけでなく、国民の保健衛生にも

影響を及ぼします。 

 道では、このような問題を防ぎ畜産物の安全性を確保するため、動物用医薬品の適正な流通

と使用について、製造・販売業者や獣医師、農業者に対し関係法令に基づく立入検査による監

視指導や講習会の開催などによる啓発を実施しています。 

 

図表7-4-7 立入検査実施状況（北海道）                          （単位：か所） 

区 分 H29 30 R1 2 3 4 5 

立入検査 263 230 213 223 219 197 216 

資料：北海道農政部調べ 
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図表7-5-2 道外移出の輸送機関別利用割合（令和５年（2023年））  

（単位：％） 

品    目 鉄道 トラック･フェリー 内航船 航 空 機 

米  類 32.3 63.8 3.9 ― 

小  麦 ― 8.1 91.9 ― 

野  菜     

 馬鈴しょ 29.9 70.1 ― ― 

 たまねぎ 68.6 30.8 0.6 ― 

 にんじん 22.0 78.0 ― ― 

  かぼちゃ 45.1 54.9 ― ― 

  だいこん 16.7 83.3 ― ― 

  ほうれんそう 90.2 9.8 ― ― 

  メロン 85.9 8.5 ― 5.6 

 生  乳 2.5 97.5 ― ― 

 乳 製 品 5.2 94.7 0.1 ― 

 合  計 23.7 57.5 18.6 0.2 

 花  き ― 78.2 ― 21.8 

資料：国土交通省北海道開発局「農畜産物及び加工食品の移出実態調査結果報告書」（令和７年（2025年）３月） 

 

（変化する物流環境） 

 物流は、道民の暮らしや経済活動を支え、本道が将来にわたって持続的に発展していくため

に重要な役割を担う社会インフラですが、人口減少や高齢化の進行に伴うドライバー不足や、

働き方改革関連法の適用など、事業者を取り巻く環境は厳しさを増しています。 

こうした中、本道の物流を持続的に確保していくためには、トラック輸送、鉄道輸送、海上

輸送、航空輸送のいずれの輸送モードも欠くことはできず、それらの機能の維持、強化ととも

に、輸送モードの連携強化に取り組むことが重要です。 

このため、国や道内の物流事業者、経済・産業団体など多様な主体が連携を図りながら、人

材確保はもとより、安定的かつ効率的な輸送体制の確保に向けて、トラック輸送の効率化やモ

ーダルシフトの推進などの取組を進めています。 

 

図表7-5-3 「北海道交通政策総合指針重点戦略（2021-2025）」抜粋 

Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 

２ 地域を支える人・モノ輸送戦略 

具体的な取組 

事業者や地域と連携した輸送の「共同化」「効率化」の促進 

■季節波動の解消やサプライチェーンの強靱化に向けた取組の促進 

本道の主力産品である農水産物における繁忙期と閑散期の差が大きい季節波動の解消やサプライチェー

ンの強靱化に向け、集出荷施設や保管・冷蔵施設等のストックポイントの整備・集約化を促進する。 

■物流の効率化・脱炭素化に向けた取組 

複数事業者間の連携・協働により、トラック輸送から鉄道輸送への転換など CO2 排出量削減にも資す

るモーダルシフトをはじめ、トラック輸送の共同化や片荷の解消による積載率の向上など物流全体として

の効率化を図るとともに、積雪寒冷・広域分散といった本道の地域特性を考慮しながら、燃料電池自動車

や電気自動車など次世代自動車への切り替え促進を図ることで、脱炭素化に向けた取組を進める。 
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６ 食料品製造業の動向 

 

（全国第１位の製造品出荷額） 

令和４年（2022年）の本道の食料品製造業の製造品出荷額等は２兆3,854億円で、全国第１

位となっています。 

また、道内の全製造業に占める食料品製造業の割合は、令和５年（2023年）の事業所数では

29.1％、従業者数では44.7％、製造品出荷額等では35.9％となるなど、地域の基幹産業として

重要な位置を占めています。 

特に、処理牛乳・乳飲料製造業や乳製品製造業、砂糖製造業等、本道の農業生産と密接に結

びついた大規模な素材供給型の業種が地域経済を支える大きな存在となっています。 

その一方で、多くの事業所が小規模で生産量が少ないことや、付加価値の高い最終製品を製

造する大型事業所が少ないため、全体としての付加価値率は低くなっています。 

 

図表7-6-1 食料品製造業製造品出荷額等（全国及び上位５道県） 

区 分 食料品製造業の 

製造品出荷額等 

（百万円） 

参      考 

事業所数 

（か所） 

従業者数 

（人） 

付加価値額 

（百万円） 

全  国 31,726,419 24,769 1,122,274 10,232,986 

北 海 道 2,385,426 1,869 73,594 651,758 

埼 玉 県 2,113,875 921 72,525 759,310 

愛 知 県 1,888,664 1,146 65,991 586,038 

兵 庫 県 1,863,238 1,017 53,902 577,309 

千 葉 県 1,768,271 803 50,977 511,780 

資料：経済構造実態調査（製造業事業所調査）（総務省・経済産業省） 

 注：従業者29名以下の付加価値額は粗付加価値額。 

 

図表7-6-2 北海道内における食料品製造業の規模 

 区    分 事業所数 従業者数（人） 製造品出荷額等（百万円） 

 全 製 造 業 6,423 164,811 6,641,259 

 食料品製造業 1,869  73,594 2,385,426 

 
    

資料：経済構造実態調査（製造業事業所調査）（総務省・経済産業省） 

 

 

 

 

 

 

 

全製造業に 
占める割合 

29.1％ 44.7% 35.9％ 
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図表7-5-2 道外移出の輸送機関別利用割合（令和５年（2023年））  

（単位：％） 

品    目 鉄道 トラック･フェリー 内航船 航 空 機 

米  類 32.3 63.8 3.9 ― 

小  麦 ― 8.1 91.9 ― 

野  菜     

 馬鈴しょ 29.9 70.1 ― ― 

 たまねぎ 68.6 30.8 0.6 ― 

 にんじん 22.0 78.0 ― ― 

  かぼちゃ 45.1 54.9 ― ― 

  だいこん 16.7 83.3 ― ― 

  ほうれんそう 90.2 9.8 ― ― 

  メロン 85.9 8.5 ― 5.6 

 生  乳 2.5 97.5 ― ― 

 乳 製 品 5.2 94.7 0.1 ― 

 合  計 23.7 57.5 18.6 0.2 

 花  き ― 78.2 ― 21.8 

資料：国土交通省北海道開発局「農畜産物及び加工食品の移出実態調査結果報告書」（令和７年（2025年）３月） 

 

（変化する物流環境） 

 物流は、道民の暮らしや経済活動を支え、本道が将来にわたって持続的に発展していくため

に重要な役割を担う社会インフラですが、人口減少や高齢化の進行に伴うドライバー不足や、

働き方改革関連法の適用など、事業者を取り巻く環境は厳しさを増しています。 

こうした中、本道の物流を持続的に確保していくためには、トラック輸送、鉄道輸送、海上

輸送、航空輸送のいずれの輸送モードも欠くことはできず、それらの機能の維持、強化ととも

に、輸送モードの連携強化に取り組むことが重要です。 

このため、国や道内の物流事業者、経済・産業団体など多様な主体が連携を図りながら、人

材確保はもとより、安定的かつ効率的な輸送体制の確保に向けて、トラック輸送の効率化やモ

ーダルシフトの推進などの取組を進めています。 

 

図表7-5-3 「北海道交通政策総合指針重点戦略（2021-2025）」抜粋 

Ⅱ ポストコロナを見据えた重点戦略 

２ 地域を支える人・モノ輸送戦略 

具体的な取組 

事業者や地域と連携した輸送の「共同化」「効率化」の促進 

■季節波動の解消やサプライチェーンの強靱化に向けた取組の促進 

本道の主力産品である農水産物における繁忙期と閑散期の差が大きい季節波動の解消やサプライチェー

ンの強靱化に向け、集出荷施設や保管・冷蔵施設等のストックポイントの整備・集約化を促進する。 

■物流の効率化・脱炭素化に向けた取組 

複数事業者間の連携・協働により、トラック輸送から鉄道輸送への転換など CO2 排出量削減にも資す

るモーダルシフトをはじめ、トラック輸送の共同化や片荷の解消による積載率の向上など物流全体として

の効率化を図るとともに、積雪寒冷・広域分散といった本道の地域特性を考慮しながら、燃料電池自動車

や電気自動車など次世代自動車への切り替え促進を図ることで、脱炭素化に向けた取組を進める。 
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図表7-6-3 産業細分類別製造品出荷額等（食料品製造業・北海道） 

区   分 
事業所数 

（か所） 

従業員数 

（人） 

製造品出荷額等 

（百万円） 

付加価値額 

（百万円） 

食料品製造業計 1,869 73,594 2,385,426 651,758 

 処理牛乳・乳飲料製造業 22 1,598 134,982 23,639 

 乳製品製造業 

（処理牛乳・乳飲料製造業を除く） 
65 2,900 348,907 53,782 

 砂糖製造業（砂糖精製業を除く） 11 916 109,489 32,127 

 でんぷん製造業 16 287 10,250 4,054 

資料：経済構造実態調査（製造業事業所調査）（総務省・経済産業省） 

 注：従業者29名以下の付加価値額は粗付加価値額。 

 

図表7-6-4 食料品製造業の原材料費比率・付加価値率・労働生産性 

区   分 
北 海 道 全   国 

食料品製造業 全製造業 食料品製造業 全製造業 

原材料費比率 

(原材料使用額)/(製造品出荷額等) 
69.1％ 69.2％ 63.4％ 66.0％ 

付加価値率 

(付加価値額)/(製造品出荷額等) 
27.3％ 25.5％ 32.3％ 29.9％ 

労働生産性 

(付加価値額)/(従業者数) 
886万円/人 1,028万円/人 912万円/人 1,396万円/人 

資料：経済構造実態調査（製造業事業所調査）（総務省・経済産業省）からデータを引用し、道が作成。  

  注：引用したデータは従業者29名以下の付加価値額は粗付加価値額。 
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７ 道産農産物・食品の販路拡大と輸出 

 

（道産農産物の魅力を発信） 

 食の北海道ブランドの価値を高めるためには、YES!clean農産物や有機農産物、道独自認証

品等、安全・安心で品質に優れた食品を道内外で積極的にＰＲし、道産農産物・食品の販路拡

大を図ることが必要です。 

 道内では、北海道産食材を積極的に使い、こだわり（自慢）の料理を提供している「北のめ

ぐみ愛食レストラン」や、道産小麦を使用した商品を積極的に製造、販売している「麦チェン

サポーター店」、道外では、外食店等で道産食材を使った料理を提供している「北海道愛食大

使」などが、道産食材を積極的に使用して、その魅力を伝えています。 

 

（農産物等の輸出に向けた取組） 

 本道から道内港を経由して海外に輸出された農産物等は、令和６年（2024年）には総額56億

円となり、前年に比べ２億円（3.5％）増加しました。米は、世界での日本食ブームの浸透

や、米国や欧州での作付減少による代替需要の取り込みなどにより、輸出額は増加し、過去最

高となりました。ミルク・クリームは、販売促進の取組の効果等により、牛肉は、外食需要の

高まりなどにより、輸出額はそれぞれ増加しました。一方、たまねぎは、生育初期の少雨や高

温等の影響により収穫量が少なかったことに加え、競合する米国産が安価で出回ったことなど

により輸出向けの数量が減少し、ながいもはおおむね堅調だったものの、作柄が良く高単価だ

った令和５年と比較して、単価が伸びなかったことなどにより、輸出額は減少しました。 

 品目別では、ながいもが16億409万円と最も多く、次いで米が12億8,862万円、ＬＬ牛乳等の

ミルク・クリームが９億9,715万円、豚肉が６億1,473万円、牛肉が４億1,799万円、たまねぎ

が１億797万円となり、この６品目で道内港からの道産農産物等の輸出総額の約91％を占めて

います。 

道では、平成28年（2016年）に「北海道食の輸出拡大戦略」（以下「輸出戦略」という。）

を策定し、農業者や事業者、関係機関等と連携しながら輸出拡大に向け取り組んできた結果、

輸出額は堅調に推移してきましたが、令和５年（2023年）８月のＡＬＰＳ処理水の海洋放出を

きっかけとした中国等による日本産水産物の輸入停止措置などに直面しました。 

このため、令和６年（2024年）３月に、特定の品目に偏らないリスク分散に対応した取組を

進めるとともに、北海道ブランドの浸透や市場の拡大に弾みをつけ、輸出に携わる事業者や担

い手の裾野を広げることなどを盛り込んだ第Ⅲ期輸出戦略を策定し、取組を進めるとともに、

輸出戦略における輸出額の目標水準については、期間を延長して検討を続け、令和７年（2025

年）３月に令和10年（2028年）における目標水準を1,650億円、このうち農産物等は250億円に

設定しました。 

また、令和６年（2024年）６月に食料・農業・農村基本法が改正され、食料安全保障の確保

を基本理念のひとつとして、国内への食料の供給に加え、海外への輸出を図ることによって食

料の供給能力を維持することが明記されるとともに農業者及び食品産業の事業者の収益性向上

に資するよう海外の需要に応じた農産物の輸出を促進するための輸出産地の育成などの取組が

規定されました。 
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図表7-6-3 産業細分類別製造品出荷額等（食料品製造業・北海道） 

区   分 
事業所数 

（か所） 

従業員数 

（人） 

製造品出荷額等 

（百万円） 

付加価値額 

（百万円） 

食料品製造業計 1,869 73,594 2,385,426 651,758 

 処理牛乳・乳飲料製造業 22 1,598 134,982 23,639 

 乳製品製造業 

（処理牛乳・乳飲料製造業を除く） 
65 2,900 348,907 53,782 

 砂糖製造業（砂糖精製業を除く） 11 916 109,489 32,127 

 でんぷん製造業 16 287 10,250 4,054 

資料：経済構造実態調査（製造業事業所調査）（総務省・経済産業省） 

 注：従業者29名以下の付加価値額は粗付加価値額。 

 

図表7-6-4 食料品製造業の原材料費比率・付加価値率・労働生産性 

区   分 
北 海 道 全   国 

食料品製造業 全製造業 食料品製造業 全製造業 

原材料費比率 

(原材料使用額)/(製造品出荷額等) 
69.1％ 69.2％ 63.4％ 66.0％ 

付加価値率 

(付加価値額)/(製造品出荷額等) 
27.3％ 25.5％ 32.3％ 29.9％ 

労働生産性 

(付加価値額)/(従業者数) 
886万円/人 1,028万円/人 912万円/人 1,396万円/人 

資料：経済構造実態調査（製造業事業所調査）（総務省・経済産業省）からデータを引用し、道が作成。  

  注：引用したデータは従業者29名以下の付加価値額は粗付加価値額。 
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今後、少子高齢化の進行による国内マーケットの縮小が見込まれる中、農業や食品産業の持

続的な発展や農業生産基盤の維持に向けて、国や関係機関・団体と連携して、安全・安心で高

品質等な農産物を生産し、かつ、観光地として人気がある本道の優位性を活かし、成長著しい

アジア諸国を始め、欧州等の有望なマーケットへの販路拡大の取組を展開することが重要で

す。 
 

図表7-7-1 北海道からの主な品目の輸出実績（道内港）             （単位：トン、百万円） 

品 目 
R2 3 4 5 6 

主な輸出先 
数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 

ながいも 3,333 1,132 4,130 1,297 3,425 1,245 3,883 1,705 3,697 1,604 台湾、米国 

 米 (注1) 1,837 520 2,303 624 3､711 900 4,741 1,032 5,452 1,289 
香港、米国、シンガポ

ール 
ミルク・ 
クリーム 4,871 1,120 4,359 1,029 5,131 1,471 3,348 869 3,647 997 香港 

豚  肉 440 477 582 624 449 552 744 747 725 615 香港、シンガポール 

牛  肉 38 191 54 278 61 340 74 392 87 418 シンガポール、香港 

たまねぎ 44,699 1,448 6,254 290 15,923 1,333 3,606 305 1,899 180 台湾 

そ の 他 1,293 653 1,439 614 1,062 428 926 393 1,153 523  

合計(注２) 56,511 5,541 19,121 4,756 29,762 6,269 17,350 5,443 16,660 5,626  

資料：財務省「貿易統計」  

注：１）政府援助米（推定）は除く。 

２）その他の金額については日本酒を含むが、日本酒は単位がリットルのため、数量には含まない。 

 

（オール北海道で取り組む海外の市場開拓） 

道やホクレン、北海道漁業協同組合連合会等で構成する「北海道農畜産物・水産物輸出推進

協議会」では、平成３年（1991年）の設立以来、アジアにおける道産農水産物の市場開拓に向

けて、フェアの開催などのプロモーション活動に取り組んでいます。 

令和６年度（2024年度）は、６月に東京ビッグサイトで開催された“日本の食品”輸出ＥＸ

ＰＯ ＳＵＭＭＥＲに出展し、道産農水産物のＰＲを行うとともに、令和７年（2025年）３月

に新千歳空港国際線ターミナルにおいて、インバウンド向けのプロモーションを行いました。 

 

図表7-7-2 「北海道農畜産物・水産物輸出推進協議会」の取組 

年 度 プロモーション対象国（地域） 

H26  シンガポール（市場調査）、外国人来道者に対する道産特定商品のＰＲなど 

27  タイ（試食販売）、北京（トップセールスによる農水産物プロモーションなど）等 

28～29  タイ（試食販売、トップセールスによる農水産物プロモーションなど）等 

30～R1  台湾（常設販売棚の設置・物産展の開催）等 

2 台湾（バイヤーの招へい、国際食品見本市への出品）等 → コロナ禍で中止 

3 香港、シンガポール（販売促進プロモーション） 

4 香港（販売促進プロモーション） 

5 ベトナムハロン市（品目ごとのＰＲ） 

6 輸出ＥＸＰＯへの出展、新千歳空港でのインバウンド向けプロモーション 

資料：北海道農政部調べ 

   注：１）平成26年度（2014年度）までの組織名は「北海道農畜産物海外市場開拓推進協議会」。 

    ２）平成30年度（2018年度）までの組織名は「北海道農畜産物・水産海外市場開拓推協議会」。 
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～ 道産農産物等の輸出拡大に向けた取組 ～ 
 

【牛乳乳製品輸出協議会としての活動】 

道は、令和６年（2024年）４月に、認定品目団体である牛乳乳製品輸出協議会（日本

畜産物輸出協会）の会員となり、（一社）日本乳業協会や道内乳業メーカーと連携した

プロモーション活動や販売フェアの開催などに取り組みました。 

シンガポールでは、実需者向けの展示会や、一般消費者等を対象とした展示会に出展

し、牛乳やチーズ等の試食を通じて北海道産牛乳乳製品の品質の高さや食味の良さをＰ

Ｒしました。また、台湾では、地下鉄広告や航空機内食を活用したジャパンブランドの

ＰＲや、現地の有名パティシエが考案した牛乳乳製品を使ったスイーツメニューによる

アフタヌーンティーフェアの開催と現地実需者への試食提案・商談、現地の人気バリス

タによるカフェトラックを活用した試飲フェア等に取り組みました。いずれの取組にお

いても北海道産牛乳乳製品は高く評価され、現地での販売や取引などの希望がありまし

た。 

 
 

 

 

 

 

 

 

                    

 

                                     

【日本食ブームの浸透による北海道米に対する海外需要の高まり】 

農林水産省によると、海外における日本食レストランの件数は増加傾向にあり、2023

年（令和５年）は約18.7万店となり、2021年（令和３年）の約15.9万店から約２割増加

しています。特に寿司は人気で、欧米のスーパーで惣菜として販売されるなど、広く普

及しており、北海道米は冷めても美味しいとその食味が高く評価され、需要が高まって

います。 

一方で、アメリカへの輸出に当たってはＦＤＡ認証の取得や査察への対応、欧州は残

留農薬等の規制が非常に厳しいなど乗り越えるべき課題があります。 

道では、これらを全て解決した上で安定的に輸出ができるよう、関係団体等と連携し

て、規制対応のための調査などを実施するとともに、安定的な供給に向けた生産体制の

確立などに取り組んでいます。 

輸出拡大に向けては、国内外の需給バランスを踏まえ

た上で、農業生産基盤の維持や農業の持続的発展に向け

た中長期的な視点のもと、安定した海外販路の確保のた

め、需要の開拓と供給力の強化に継続して取り組む必要

があります。 

（シンガポールでの展示会の様子） 

ロンドンのスーパーでの寿司の販売 

（台湾でのカフェトラックを活用した試飲フェアの様子とメニュー） 
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８ 関連産業との連携の強化 

 

（ファンドを通じて農商工連携の取組を支援） 

 国は、地方の元気を取り戻し、活力ある経済社会を構築するためには、地域経済の中核をな

す中小企業者や農林漁業者の活性化を図ることが重要であるとして、平成20年（2008年）５月

に、「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律」（農商工等連携

促進法）が制定され、農林漁業者と中小企業者が、１次、２次、３次といった産業の壁を超え

て有機的に連携し、互いのノウハウ、技術等を活用して新商品の開発や販路開拓などの取組を

行う場合に、国から支援を受けられるようになりました。 

 国は、法律に基づき農商工等連携事業計画を認定しており、道内では、令和６年（2024年）

10月４日で90件、うち農産物関係は74件が認定されています。 

 また、国や道、札幌市、道内経済界・金融機関が資金を拠出し、平成21年（2009年）に「北

海道農商工連携ファンド」を組成し、農林漁業者と中小企業者等との連携体がそれぞれの経営

資源を活用して行う新商品・新サービスの開発から販路開拓までの取組に対して支援を行って

きました。このファンドは平成30年（2018年）に終了し、令和元年（2019年）11月、新たに

「北海道中小企業新応援ファンド（２号ファンド）」を組成し、令和２年度（2020年度）から

も引き続き支援を行っています。 

 

（食クラスター活動の推進）   

 本道経済の活性化を図るためには、最大の魅力である食資源を活かし、農業等の１次産業と

２次・３次産業が連携を深め、農産物等の付加価値向上や販路拡大を目指す取組を進めること

が極めて重要です。 

 このため、食に関わる幅広い産業と大学等の研究機関、行政、金融等の関係者（産学官金）

が連携･協働し、本道ならではの食の総合産業の確立に向けて取り組む「食クラスター」活動

の全道的な推進母体として、平成22年（2010年）５月に「食クラスター連携協議体」が発足し

ました。 

 北海道経済連合会、北海道農業協同組合中央会（以下「中央会」という。）、北海道経済産

業局及び道の４つの機関・団体が共同事務局となり、参画者間の連携・協働のもと、商品開

発・販路拡大、道産食品の輸出拡大、人材育成など、食の総合産業化のための取組を推進して

います。 

 また、地域での食クラスター活動として、振興局でも、企業と支援機関が連携して「売れる

商品づくり」に取り組んでおり、このような様々な取組を通して、地域の雇用、所得及び人材

を確保し、自立的な地域社会を実現して本道経済を牽引していくことが期待されています。 



９ 地域資源を活かした６次産業化の推進--- 187 

９ 地域資源を活かした６次産業化の推進 

 

（道内各地で地域の資源を活かした多様な取組を推進） 

  ６次産業化は、一次産業である農林水産業が、農林水産物の生産だけにとどまらず、それを

原材料とした加工食品の製造・販売や観光農園のような地域資源を生かしたサービスなど、二

次産業や三次産業を一体的に展開し、新たな付加価値を生み出す取組で、農林漁業者等の所得

向上や雇用機会の確保を図るなど、地域経済の活性化に資するものです。 

 令和４年度（2022年度）の農業経営体及び農業協同組合等が運営する農業生産関連事業の事

業体（農業生産関連事業体）の数は、全国５万8,950件に対して、本道は2,700件と全国の

4.6％を占めています。取組内容を見ると、全国では「農産物の加工」が最も多く２万8,980件

となっていますが、本道では「農産物直売所」が最も多く1,210件となっています。 

また、年間販売総額は、全国の２兆1,765億円に対して、本道は1,638億円と全国の7.5％を

占めており、このうち農業経営体によるものが2,170事業体で483億円、農業協同組合等による

ものが520事業体で1,155億円となっています。 

 道では、令和７年（2025年）４月に策定した「北海道における６次産業化・地産地消の推進

について」に沿って、地域の資源を活かした多様な６次産業化の取組を推進しています。 

 

図表7-9-1 農業生産関連事業体数及び年間販売総額 

      （単位：件、百万円） 

区  分 
R1 年度 2 3 4 

全 国 北海道 全 国 北海道 全 国 北海道 全 国 a 北海道 b b/a 

農産物の加工 32,400 1,280 32,840 1,280 30,550 1,080 28,980 1,050 3.6％ 

農産物直売所 23,650 1,310 23,600 1,410 22,680 1,220 22,380  1,210 5.4％ 

観光農園 5,290 210 5,120 200 4,990 210 5,090  210 4.1％ 

農家民宿 1,360 120 1,270 110 1,180 110 1,170  100 8.5％ 

農家レストラン 1,360 120 1,330 110 1,260 110 1,330 120 9.0％ 

合 計 64,070 3,030 64,160 3,110 60,650 2,720 58,950 2,700 4.6％ 

年間販売総額 2,077,254 152,182 2,032,947 153,995 2,066,615 149,300 2,176,515 163,855 7.5％ 

資料：農林水産省「６次産業化総合調査」 

 

（全国第１位の総合化事業計画の認定数）  

 国は、平成23年（2001年）３月に施行した地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の

創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（六次産業化・地産地消法）に基づき、

６次産業化に取り組む農林漁業者等の事業計画（以下「総合化事業計画」という。）を認定し

ています。 

 令和７年（2025年）３月末で、認定件数は全国2,642件で、このうち本道は163件と、都道府

県別認定件数では本道が第１位となっています。  
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に、「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律」（農商工等連携

促進法）が制定され、農林漁業者と中小企業者が、１次、２次、３次といった産業の壁を超え

て有機的に連携し、互いのノウハウ、技術等を活用して新商品の開発や販路開拓などの取組を

行う場合に、国から支援を受けられるようになりました。 

 国は、法律に基づき農商工等連携事業計画を認定しており、道内では、令和６年（2024年）

10月４日で90件、うち農産物関係は74件が認定されています。 

 また、国や道、札幌市、道内経済界・金融機関が資金を拠出し、平成21年（2009年）に「北

海道農商工連携ファンド」を組成し、農林漁業者と中小企業者等との連携体がそれぞれの経営

資源を活用して行う新商品・新サービスの開発から販路開拓までの取組に対して支援を行って

きました。このファンドは平成30年（2018年）に終了し、令和元年（2019年）11月、新たに

「北海道中小企業新応援ファンド（２号ファンド）」を組成し、令和２年度（2020年度）から

も引き続き支援を行っています。 

 

（食クラスター活動の推進）   

 本道経済の活性化を図るためには、最大の魅力である食資源を活かし、農業等の１次産業と

２次・３次産業が連携を深め、農産物等の付加価値向上や販路拡大を目指す取組を進めること

が極めて重要です。 

 このため、食に関わる幅広い産業と大学等の研究機関、行政、金融等の関係者（産学官金）

が連携･協働し、本道ならではの食の総合産業の確立に向けて取り組む「食クラスター」活動

の全道的な推進母体として、平成22年（2010年）５月に「食クラスター連携協議体」が発足し

ました。 

 北海道経済連合会、北海道農業協同組合中央会（以下「中央会」という。）、北海道経済産

業局及び道の４つの機関・団体が共同事務局となり、参画者間の連携・協働のもと、商品開

発・販路拡大、道産食品の輸出拡大、人材育成など、食の総合産業化のための取組を推進して

います。 

 また、地域での食クラスター活動として、振興局でも、企業と支援機関が連携して「売れる

商品づくり」に取り組んでおり、このような様々な取組を通して、地域の雇用、所得及び人材

を確保し、自立的な地域社会を実現して本道経済を牽引していくことが期待されています。 
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図表7-9-2 総合化事業計画の認定件数（累計）の推移と内訳 

（単位：件） 

区 分 R1年度 2 3 4 5 6 
 

農畜産物 林産物 水産物 

全国 2,557  2,591  2,616 2,630 2,642 2,642 2,342 104 196 

北海道 160  163  163 163 163 163 154 3 6 

資料：農林水産省調べ 

 

 また、総合化事業計画の対象農林水産物の割合は、全国では、野菜、果樹が高くなっていま

すが、本道では、畜産物、野菜が高くなっています。 

 振興局別では、十勝、上川及びオホーツクで認定件数が多く、これらの地域で46％を占めて

おり、認定事業者の区分では、法人経営が78％を占めています。 

 

図表7-9-3 総合化事業計画の対象農林水産物の割合 

資料：全国は農林水産省調べ、北海道は農林水産省北海道農政事務所調べ（令和７年（2025年）３月末現在）複数の 

取組を含む。 

 

図表7-9-4 総合振興局・振興局別認定件数（北海道） 

（単位：件） 

空知 石狩 後志 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 ｵﾎｰﾂｸ 十勝 釧路 根室 計 

16 18 9 8 2 15 6 25 3 3 22 28 5 3 163 

資料：北海道農政部調べ（令和７年（2025年）３月末現在） 

 

図表7-9-5 道内における総合化事業計画認定者数 

 

 

資料：北海道農政部調べ（令和７年（2025年）３月末現在） 
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（６次産業化に取り組む農林漁業者等への支援） 

 道では、６次産業化に取り組む農林漁業者等を支援するため、平成25年（2013年）12月か

ら、「北海道６次産業化サポートセンター」を設置・運営し、農林水産物の加工・販売などを

検討している農林漁業者等からの相談対応や、課題に応じて専門的な指導・助言を行う地域プ

ランナーを派遣するなどの支援を行っています。 

 令和６年度（2024年度）の相談件数は延べ210件となっており、寄せられた相談内容は、事

業計画策定や制度照会、情報共有や情報交換、商品開発などの順となっています。 

また、業種別の相談件数は、農業と畜産業で約６割を占めていますが、その他（行政・支援

機関等）からの相談件数も４割近くなっています。 

 
図表7-9-6 北海道６次産業化サポートセンター相談実績（令和６年度（2024年度））  

区   分 相談延べ件数 構成比(％) 相談者数 構成比(％) 

相

談

者

業

種 

農 業 58  27.6 25  26.3 

畜産業 73  34.8 21  22.1 

林 業 0  － 0  － 

漁 業 1  0.5 1  1.1 

その他 78  37.1 48  50.5  

総   計 210  100.0  95  100.0  

資料：北海道農政部調べ 
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～ 北海道６次産業化人材育成研修の開催 ～ 

 

北海道における６次産業化をはじめとする農山漁村発イノベーション※を推進するた

め、６次産業化などに取り組んでいる、又は取り組もうとする農林漁業者等を対象に、

経営感覚を持つ人材を育成するための研修会を開催しました。 

 

 

 

  

 研修会には、６次産業化の取組を予定し 

ている農業者等の約30名が参加し、マーケ 

ティングやビジネスプランの作成、経営、 

資金調達の方法等について、専門家から 

講義を受けたほか、既に６次産業化に取り 

組んでいる事業者からの取組内容の紹介や 

意見交換、取組の現場を訪問する実地研修 

などを通じて、６次産業化の基礎を学習し 

ました。 

また、研修会は、ＷＥＢ会議ツールを使 

用したオンライン参加が中心になったもの 

の、参加者間で意見交換ができる機能を活 

用するなど、対面での研修に遜色ないよう 

工夫したほか、出席できなかった場合など 

に、後日講義を視聴できるよう、アーカイ 

ブ配信も実施しました。  

 閉講時に実施したアンケート調査では、 

衛生・品質管理やＳＮＳを活用した情報発 

信について、参考となったと回答が多く寄 

せられたほか、研修を今後どのように役立 

てるかという問いに対しては、「リピートしてもらえるような商品の考案」、「セールスポ

イントの打ち出しと積極的な商品をアピール」等、多岐にわたる回答があり、今後の６

次産業化の取組推進に研修が大きな効果を発揮したことが伺われました。 

 

 

参加者募集リーフレット 

※農林水産物や農林水産業に関わる多様な地域資源を活用し、新事業や付加価値を創出することによっ

て、農山漁村における所得と雇用の機会の確保を図る取組。 
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